
 

規則別記様式第１号 

 

令和●●年●月●日 

 

 

山形県知事 殿 

 

 

申請者 所在地    〒●●●-●●●● 

           山形県●●市●●町１－１－１ 

    氏名又は名称 ●●株式会社 

    代表者職氏名 代表取締役社長 山形 太郎 

   （連絡先電話番号 090－＊＊＊＊－＊＊＊＊） 

 

 

令和８年度山形県外国人労働者受入環境整備支援事業費補助金交付申請書 

 

 

令和８年度において山形県外国人労働者受入環境整備支援事業費補助金について５００，０００円を

交付されるよう、山形県補助金等の適正化に関する規則第５条の規定により関係書類を添付して申請す

る。 

 

記載例 



 

別記様式第１号 

 

事 業 計 画 書 

 

 

１ 事業計画（実施する事業区分の欄のみ記入） 

事業区分 事業の概要 

メンタルヘルスケア事業 対象外国人労働者のメンタルヘルスケアとして、研修会の実施及び個

人面談の実施。 

※別添事業計画書及び業者見積書参照 

生活環境整備事業 対象外国人労働者の住居へ冷暖房設備の設置。 

※別添事業費計画書及び業者見積書参照 

日本語習得支援事業 対象外国人労働者の日本語講座受講。 

※別添事業費計画書及び業者見積書参照 

定着支援事業 対象外国人労働者の技術検定受検。 

※別添事業費計画書及び業者見積書参照 

※ 企画書等の参考資料があれば添付 

 

 

 

 

 

２ 経費配分（実施する事業区分の欄のみ記入）                 （単位：円） 

事業区分 補助事業の

対 象 経 費 

(a) 

補助率 

(b) 

補 助 対 象 

経費（ｃ） 

(a)×(b) 

上限額 

補助金 

申請額 

※1,000円未満切り捨て 

メンタルヘルスケア事業 230,000 

１／２ 

115,000 300,000 115,000 

生活環境整備事業 750,000 375,000 300,000 300,000 

日本語習得支援事業 150,000 75,000 300,000 75,000 

定着支援事業 20,000 10,000 50,000 10,000 

合計 1,150,000 － － － 500,000 

 

 

 

※ 業者見積書等の参考資料があれば添付 

※ 「補助金申請額」については、「補助対象経費（ｃ）」又は「各事業区分の補助上限額」 

のいずれか低い額（1,000円未満切り捨て）を記入すること。 

 

 

 

記載例 

・「住居の環境の整備」に係る事業内容を確認する

ため、事業実施前の住居の様子が確認できる写

真等を必ずご提出ください。  

・補助金の交付決定前に購入した備品等について

は補助金の対象とはなりません。 

・補助事業の対象経費（a）については消費税 

を含めないでください。 

・消費税については、補助対象外です。 



 

３ 対象外国人労働者の雇用 

勤務場所 外国人労働

者の国籍 
現に雇用 雇用予定 

事務所・事業所名 所在地 

A 事業所 山形県●●市○○町 

１－１－１ 

△△△△△ １人 １人 

   人 人 

※ 行が不足する場合は適宜追加 

 

４ 補助事業完了予定   令和８年10月31日 

 

 

 

 

  



 

 

５ 事業者の情報 

（１）主たる事務所・事業所の所在地             山形県●●市○○町１－１－１ 

（２）主たる業務（日本標準産業分類のおける中分類）     ○○業            

（３）中小企業等経営強化法第２条第１項       該当   ・   非該当 

（４）資本金（申請日現在）                 ●●●●●●●●     円 

（５）常時雇用する従業員数（申請日現在）          ●●           人 

（６）認定状況 

  ・ やまがたスマイル企業      ゴールドスマイル企業 ・ ダイヤモンドスマイル企業 

  ・ ユースエール認定企業            該当   ・   非該当 

  ・ えるぼし認定企業              該当   ・   非該当 

  ・ くるみん認定企業              該当   ・   非該当 

（７）山形県税（山形県税に付帯する税外収入を含む。）又は消費税の滞納 

  該当   ・   非該当 

（８）令和８年度山形県外国人労働者受入環境整備支援事業費補助金交付要綱第３条第４号に規定する

暴力団等                    該当   ・   非該当  

（９）会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法

（平成11年法律第225号）第21条第１項の規定に基づく再生手続開始の申立て 

                          該当   ・   非該当 

（10）宗教団体又は政治団体             該当   ・   非該当 

 

６ 担当者 

（１）所属    ●●●●●●●●         

（２）役職    ●●               

（３）氏名    ●●●●             

（４）電話    ●●●-●●●-●●●●      

（５）電子メールアドレス    ●●●●＠●●●●       

 



 

別記様式第２号 

 

収 支 予 算 書 

 

 

１ 収入の部 

（単位：円） 

区分 予算額 備考 

補助金 500,000  

その他 650,000  

合計 1,150,000  

 

２ 支出の部 

（単位：円） 

事業区分 経費区分 予算額 (精算額) (比較増減) 備考 

メンタルヘルスケア事業 委託料 230,000    

生活環境整備事業 備品購入費 735,000    

設置料 15,000    

日本語習得支援事業 講師謝金 150,000    

定着支援事業 受講料 20,000    

合計  1,150,000    

 

※ 行が不足する場合は、適宜追加 

 

 

 

記載例 



 

別記様式第３号 

 

補助金振込口座確認書 

 

 

補助金の振込口座は、次のとおりとする。（１又は２にいずれかを選択） 

 

 

１ 県に登録（債権者登録）をしている口座 

 

 

２ 下記の口座 

 

金融機関名 ●●●●銀行 本支店名 △△支店 

預 金 種 別 普通  ・  当座 

（フリガナ） ヤマガタ タロウ 

口座名義人 山形 太郎 

口 座 番 号 １２３４５６７ 

 

※ 「２ 下記の口座」を選択した場合には、下記の書類を添付すること 

（１）上記の全ての記載内容が確認できる通帳の該当部分の写し（下記余白に貼り付けても可） 

 

記載例 



事業区分 「生活環境整備事業」について申請する場合、提出してください。 

 

 

令和●●年●月●日 

誓約書 

山形県知事 殿   

                  所 在 地  〒●●●-●●●●       

                          山形県●●市○○町１－１－１ 

                  氏名又は名称  ●●株式会社 

                  代表者職氏名  代表取締役社長 山形 太郎 

   

 令和８年度山形県外国人労働者受入環境整備支援事業費補助金の交付申請をするに  

当たり、次に掲げる事項について相違ないことを誓約いたします。 

 

〇 事業区分「生活環境整備事業」の実施を計画しており、本事業で整備する住宅に 

居住する（予定の）対象外国人労働者の家賃は、一人あたり25,000円以内です。 

 

   担 当 者 氏 名 ●● ●●  連絡先電話番号 ０９０－＊＊＊＊－＊＊＊＊ 

 

記載例 



事業区分 「定着支援事業（交通費及び宿泊費）」について申請する場合、提出してください。 

 

 

令和●●年●月●日 

誓約書 

山形県知事 殿   

                  所 在 地  〒●●●-●●●● 

                          山形県●●市○○町１－１－１ 

                  氏名又は名称  ●●株式会社 

                  代表者職氏名  代表取締役社長 山形 太郎 

   

 令和８年度山形県外国人労働者受入環境整備支援事業費補助金の交付申請をするに当た

り、次に掲げる事項について相違ないことを誓約いたします。 

 

〇 事業区分「定着支援事業」の実施を計画しており、本事業において対象外国人労 

働者が受講する研修については、山形県内に受講可能な機関や実施環境が整ってお 

らず、当該資格の取得に当たっては、山形県外で実施される研修等を受講する必要 

がある。 

 

   担 当 者 氏 名 ●● ●●  連絡先電話番号 ０９０－＊＊＊＊－＊＊＊＊ 

 

記載例 


